
令和７年度十和田市移住・定住住宅取得支援事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 市は、本市への定住の促進を図るため、令和７年度十和田市移住・定住

住宅取得支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その

交付については、十和田市補助金等の交付に関する規則（平成17年十和田市規

則第66号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。

⑴ 新築住宅 人の居住を目的として本市に建築され、申請の日において、検

査済証の交付があった日から１年を経過していない住宅であり、かつ、人の

居住の用に供したことのないものをいう。

⑵ 中古住宅 人の居住を目的として本市に建築された、新築住宅以外の住宅

をいう。

⑶ 検査済証 建築基準法（昭和25年法律第201号）第７条第５項及び第７条の

２第５項に規定する検査済証をいう。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、

次に掲げる要件の全てを満たす者とする。

⑴ 令和２年４月１日以降に市外から転入した者であって、令和７年４月１日

から令和８年３月31日までの間に補助金の交付の対象となる住宅（以下「補

助対象住宅」という。）に入居するものであること。ただし、補助金の交付の

申請日以前の１年間において、正当な理由なく本市から転出し再度転入した

場合を除く。

⑵ 入居の日から５年以上継続して住宅に居住すること。

⑶ 市区町村税に滞納がないこと。

⑷ 町内会に加入すること（町内会が組織されていない地域に居住する場合等



を除く。）。

⑸ 補助金の交付を受けようとする者又はその配偶者が、十和田市職員（十和

田市職員定数条例（平成17年十和田市条例第29号）第２条に規定する職員）

でないこと。

⑹ 十和田市暴力団排除条例（平成23年十和田市条例第39号）第２条第３号に

規定する暴力団員でないこと。

⑺ 過去に十和田市移住・定住住宅取得支援事業による補助金の交付を受けて

いないこと。

（補助対象住宅）

第４条 補助対象住宅は、次に掲げる要件の全てを満たす新築住宅又は中古住宅

とする。

⑴ 併用住宅（居住の用に供する部分と事業の用に供する部分とが結合してい

るものをいう。）にあっては、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律（昭和23年法律第122号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業の

用に供するものその他市長がこの事業の目的に反すると認めるものでない

こと。

⑵ マンション等の共同住宅（２以上の区分所有者（建物の区分所有等に関す

る法律（昭和37年法律第69号。以下「区分所有法」という。）第２条第２項に

規定する区分所有者をいう。）が存するものをいう。）にあっては、居住の用

に供する専有部分（区分所有法第２条第３項に規定する専有部分をいう。）と

する。

⑶ 建築基準法、都市計画法（昭和43年法律第100号）その他の法律、条例等の

規定に基づく指導及び勧告に従った措置が講じられていること。

（補助要件）

第５条 補助対象住宅の新築又は購入は、所有権保存の登記が補助対象者本人又

はその配偶者いずれかの名義で行われるものとする。ただし、共有名義の場合

は、補助対象者本人又はその配偶者いずれかの名義の持分が２分の１以上であ



るものとする。

２ 補助対象住宅の購入は、個人間の売買（仲介者を介さない当事者同士による

取引をいう。）によるものを除くものとする。

（補助対象経費及び補助金の額）

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補

助金の額は、別表第１及び別表第２に定めるところによる。

２ 補助金の交付の回数は、当該年度において同一の世帯につき１回限りとする。

（補助金の交付の申請）

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、令和７年度十和田市移住・定住住

宅取得支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて

市長に提出しなければならない。

⑴ 誓約書（様式第２号）

⑵ 住宅に居住する者全員の続柄及び本市への転入前の住所地が分かる住民

票の写し

⑶ 市区町村税に滞納がないことを証する書類

⑷ 工事請負契約書又は売買契約書及び補助対象経費の内訳が分かる書類

⑸ 住宅の案内図

⑹ 債権者登録申請書（登録済みの場合を除く。）

⑺ 出産予定日及び母親の氏名を確認できる母子手帳の写し（妊婦を有する世

帯に限る。）

⑻ 本事業の実施に係るアンケート

⑼ その他市長が必要と認める書類

２ 市長は、市が保有する前項第２号及び第３号に掲げる書類に関する情報を利

用することについて前項の申請を行った者（以下「申請者」という。）の同意が

あったときは、当該書類の提出を省略させることができる。

３ 市長は、第１項の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類を審

査し、及び必要に応じて現地調査等を行い、補助金の交付の可否を決定し、令



和７年度十和田市移住・定住住宅取得支援事業補助金交付決定通知書（様式第

３号）により、当該申請者に通知するものとする。

（変更の申請等）

第８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」

という。）は、次の各号のいずれかに該当するときは、令和７年度十和田市移

住・定住住宅取得支援事業内容変更（取下げ）承認申請書（様式第４号）を市

長に提出し、その承認を受けなければならない。この場合において、当該変更

による補助金の増額は認めないものとする。

⑴ 交付の決定をした補助金に減額の変更が生じたとき。

⑵ この要綱に規定する要件を満たさなくなったとき。

⑶ 補助金の交付の申請を取り下げるとき。

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるとき。

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類を審査

し、及び必要に応じて現地調査等を行い、承認の可否を決定し、令和７年度十

和田市移住・定住住宅取得支援事業内容変更（取下げ）承認（不承認）通知書

（様式第５号）により、当該申請をした交付決定者に通知するものとする。

（補助金の交付の決定の取消し）

第９条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の

交付の決定を取り消すことができる。

⑴ 偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。

⑵ この要綱に規定する要件を満たさなくなったとき。

⑶ この要綱の規定に違反したとき。

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、令和７

年度十和田市移住・定住住宅取得支援事業補助金交付決定取消通知書（様式第

６号）により通知するものとする。

（実績の報告及び補助金の請求）

第10条 交付決定者は、補助金の交付を受けようとするときは、令和８年３月31



日までに令和７年度十和田市移住・定住住宅取得支援事業実績報告書兼請求書

（様式第７号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。

⑴ 住宅に居住する者の全員の続柄を記載した住民票の写し

⑵ 町内会に加入したことを証する書類（町内会が組織されていない地域に居

住する場合等を除く。）

⑶ 検査済証の写し（中古住宅等で検査済証が発行されていない場合を除く。）

⑷ 住宅の所有権保存の登記が交付決定者本人又はその配偶者いずれかの名義

で行われることを証する書類の写し（不動産登記規則（平成17年法務省令第

18号）第111条に該当しないもので登記ができない場合を除く。）

⑸ 補助対象経費の支払を証する書類の写し

⑹ 居住地確認同意書（様式第８号）

⑺ 債権者登録申請書（登録内容に変更が生じた場合に限る。）

⑻ その他市長が必要と認める書類

２ 市長は、市が保有する前項第１号に掲げる書類に関する情報を利用すること

について申請者の同意があったときは、当該書類の提出を省略させることがで

きる。

３ 市長は、第１項の報告書等の提出があったときは、当該報告書等の書類を審

査し、及び必要に応じて現地調査等を行い、交付すべき補助金の額を確定し、

令和７年度十和田市移住・定住住宅取得支援事業補助金交付金額確定通知書

（様式第９号）により当該交付決定者に通知するものとする。

（転居又は転出の報告）

第11条 補助金の交付を受けた者が、補助対象住宅に入居した日から５年未満で

転居し、又は転出する場合は、転居（転出）報告書（様式第10号）を市長に提

出しなければならない。

（補助金の返還）

第12条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、市長がやむを得ないと認める場合を除き、令和７年度十和田市移住・定住



住宅取得支援事業補助金返還命令書（様式第11号）により、次に掲げる額の返

還を命ずるものとする。

⑴ 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき 補助金の全額

⑵ 補助対象住宅に入居した日から５年未満で住宅を貸与し、売却し、又は譲

渡したとき 別表第３の左欄に掲げる補助金の交付の確定を受けた日から

経過した期間に応じ、同表の右欄に掲げる額

⑶ 補助対象住宅に入居した日から５年未満で住宅に居住する者の全員が転

居又は転出をしたとき 別表第３の左欄に掲げる補助金の交付の確定を受

けた日から経過した期間に応じ、同表の右欄に掲げる額

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が補助金の返還を相当と認めたとき 市

長が定める額

（報告、現地調査等）

第13条 市長は、必要があると認めるときは、交付決定者等に報告を求め、又は

現地調査等を行うことができる。

（適用除外）

第14条 この要綱の規定は、令和７年３月31日以前に補助対象住宅への居住及び

住宅の建築、又は購入に係る経費の支払がともに完了している場合には適用し

ない。

（その他）

第15条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和７年４月16日から施行する。



別表第１（第６条関係）

注 補助金の額に1,000円未満の端数が生じたときは、その端数金額は切り捨

てるものとする。

補助対象経費 補助金の額

住宅の新築又は新築住宅（その敷地

を含む。）の購入に係る経費（消費税

額を含む。）ただし、十和田市結婚新

生活支援事業補助金（以下「結婚新

生活支援事業補助金」という。）のう

ち、住宅取得費用に関する交付の決

定を受け、又は受ける見込みである

場合は、その額を控除する。

補助対象経費に２分の１を乗じて得

た額又は 1,000,000 円のいずれか低

い額以内。

中古住宅（その敷地を含む。）の購入

に係る経費（消費税額を含む。）ただ

し、結婚新生活支援事業補助金のう

ち、住宅取得費用に関する交付の決

定を受け、又は受ける見込みである

場合は、その額を控除する。

補助対象経費に２分の１を乗じて得

た額又は 500,000 円のいずれか低い

額以内。



別表第２（第６条関係）

注 年齢の判定日は、令和７年４月１日とする。

別表第３（第13条関係）

注 返還すべき補助金の額に1,000円未満の端数が生じたときは、その端数金

額は切り捨てるものとする。

上乗せ補助金の対象世帯 上乗せ補助金の額

若年者世帯（補助対象者本人が40

歳未満の世帯をいう。）、若年夫婦

世帯（補助対象者本人又はその配

偶者のいずれかが40歳未満の世帯

をいう。）又は子育て世帯（妊婦又

は18歳未満の子（市に住民登録が

ある者に限る。）を有する世帯をい

う。）

補助対象経費に２分の１を乗じて得た

額又は500,000円のいずれか低い額以

内。

補助金交付確定後の経過期間 返還すべき補助金の額

１年未満 補助金の額に10分の10を乗じて得た額

１年以上２年未満 補助金の額に10分の８を乗じて得た額

２年以上３年未満 補助金の額に10分の６を乗じて得た額

３年以上４年未満 補助金の額に10分の４を乗じて得た額

４年以上５年未満 補助金の額に10分の２を乗じて得た額


